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【目的】 

介護保険法の一部改訂に伴い、平成 27年から「介護予防・日常生活支援総合事業」（以

下、総合事業）が開始され、市町村が地域の実情に応じて、多様な主体による多様なサー

ビスを充実することで、要支援者等に対する効果的・効率的な支援等を目指すこととなっ

た。実際には、平成 29年 4 月までにすべての市町村がこの総合事業を開始することとなっ

ている。現時点では、介護予防において運動や栄養の介入の重要性は広く理解されており、

市町村における介護予防事業でも、運動や栄養、口腔ケアなどを組み合わせた事業が行わ

れている。一方で、現場においては様々な研究結果にアクセスすることや、介入内容や評

価方法が異なる研究の解釈は難しく、介護予防事業を実施するに際し、参考にできる資料

が乏しい状態にある。要介護者の減少のためには、特に要支援者と対象とした介護予防・

生活支援サービスが重要と考えられるが、現時点で市町村での実施状況はわかっていない。

また、現状の各種研究や資料の状況から鑑みると、市町村がエビデンスに基づいたサービ

スを提供すること、それらを適切に評価することは難しいと予測される。 

本事業は、募集時の課題として市町村が実施する「介護予防・日常生活支援総合事業」

において、より有効な運動と栄養の介入が実施できるよう以下の検討を行うことによりガ

イドラインの策定を目指す」ことが目的とされていた。そこで、研究申請時においては、

一般介護予防事業を意図して計画をたて、申請した。採択後の厚生労働省担当官とのディ

スカッションにより、総合事業で新規に策定されている「訪問型サービス C」と「通所型サ

ービス C」に重点を置いて、実態の把握と実施のためのガイドラインの策定についての依頼

があった。 

そこで本研究事業では、（１）市町村での介護予防・生活支援サービスの実施状況の把握、

（２）実施事例の収集、（３）介護予防事業による新規要介護者の減少や介護費抑制の効果

を検討、（4）市町村で活用可能な介護予防のガイドラインを作成することを目的とした。 

 

【方法】 

上記の目的のうち、平成 30 年度は以下を実施する。 

（１）市町村での介護予防・生活支援サービスの実施状況の把握 

全国全 1,724 市町村を対象に、実施状況、実施体制（対象者の決定、通所サービスの実施

方法、訪問サービスの実施者等）、サービス実施後の対象者の状況に関する調査項目を検討

し、調査を実施した。 

（２）介護予防事業による新規要介護者の減少や介護費抑制の効果を検討 

分担研究者が管理しているコホートにおいて実施した介護予防事業における介護費抑制効



果の解析準備を進めた。また、体力面、栄養面について、今後の各事業における評価指標

について併せて検討した。 

 

【結果と考察】 

（１）市町村での介護予防・生活支援サービスの実施状況の把握 

市町村を対象に訪問型サービス C 及び通所型サービス C の実施件数、実施の体制、参加後

の他のサービスへの移行状況等についての調査表を全 1,724 市町村に配布し、1,049 市町村

（回収率 61％）の回答を得た。年度末に回収した回答の入力を行ったため、次年度にこの

結果の解析を実施し、一部の市町村については、実施事例のヒアリングを予定している。 

 

（２）介護予防事業による新規要介護者の減少や介護費抑制の効果を検討 

予備的な解析として、介入前と介入 4 年後の年間の介護給付費を、介入群と非介入群で比

較したところ、介入群において、介護費抑制効果がみられた。さらに解析をすすめ、論文

投稿を行う予定でいる。また、次年度以降に 7 年後調査の実施を予定しているため、さら

に長期的な効果が検討可能と考える。一般高齢者施策については、各分担研究者で共通し

て検討ができる評価指標を検討し、今後のデータ収集と評価指標の提案を目指す。 

 

【結論】 

介護予防・生活支援サービスにおける通所型サービス C 及び訪問型サービス C の実施状

況の実態把握のための調査を実施した。この調査結果をもとに、一部の市町村については、

詳細なヒアリングを予定している。それらにより、通所型サービス C,訪問型サービス C の

実施がない市町村、または実施件数が少ない市町村において、今後の実施のためのガイド

ラインを作成する。介護費予防効果について、論文発表を目指すとともに、各市町村で介

護費削減効果を検討する方法についても提案できることを目指す。 
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